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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次

第43期

第３四半期

連結累計期間

第44期

第３四半期

連結累計期間

第43期

会計期間
自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 8,242,938 8,920,936 11,517,486

経常利益 (千円) 431,398 710,251 644,683

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益
(千円) 147,556 371,643 303,644

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 185,460 243,220 703,215

純資産額 (千円) 20,505,148 21,196,025 21,022,903

総資産額 (千円) 23,580,809 24,767,215 24,250,157

１株当たり四半期(当期)純利益

金額
(円) 16.07 40.43 33.07

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) 16.00 40.29 32.92

自己資本比率 (％) 86.9 85.5 86.7
 

　

回次
第43期
第３四半期
連結会計期間

第44期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.89 12.97
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国が７年ぶりにゼロ金利政策を解除したものの、懸念された

金融市場の混乱はなく米国経済は堅調な拡大が続きました。欧州経済も個人消費を中心に緩やかに回復していま

す。一方、中国やアジアの新興国においては生産や輸出入が低調に推移し、経済成長の減速傾向が続くこととなり

ました。我が国経済は、企業業績の回復を受けて雇用や消費が緩やかに改善しています。しかしながら、不安定な

為替や原油価格、新興国経済の減速感の強まり、平成29年４月の消費税増税等から国内景気の先行きは不透明感が

払拭できない状況となっています。

当社グループが関わる情報通信関連やエレクトロニクス関連市場においては、パソコンやスマートフォン以外の

産業用機械や家電製品、消費財等のあらゆるモノがインターネットにつながる「モノのインターネット（Internet

of Things：IoT）」への注目度が一段と高まり、新たなネットワークサービスや、デバイスの開発に拍車がかかる

こととなりました。カーエレクトロニクス関連市場においても、IoTによりネットワーク化された自動車「コネク

テッド・カー」や自動運転システム等、より安全で快適な運転環境の実現に向けた技術開発が加速しました。

 

こうした中で当社グループは、各種の精密成形品や金型、高耐熱レンズ等を主力製品とする精機関連、光通信用

部品とその製造機器、光伝送装置等を主力製品とする光製品関連の両セグメントにおいて、売上の拡大と新製品、

新技術の開発に努めました。各工場においては、価格競争力の強化に向けて、一部の生産工程の自動化や調達コス

トの削減等を通して原価率の改善に取り組みました。また、子会社の不二電子工業株式会社では、今後の生産拡大

を睨んで、北海道千歳市に新工場の建設を進めています。

 

こうした結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は、精機関連、光製品関連の両セグメントにおいて増

加し、8,920,936千円（前年同四半期比8.2％増）となりました。売上高の増加に加えて原価率が改善したことで、

営業利益は652,932千円（前年同四半期比95.6％増）、経常利益は710,251千円（前年同四半期比64.6％増）、親会

社株主に帰属する四半期純利益は371,643千円（前年同四半期比151.9％増）となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

① 精機関連

精機関連では、超精密金型技術を利用した精密成形品の拡販に注力しています。当第３四半期連結累計期間にお

いては、圧力センサー等の車載用成形品やスマートフォンに搭載される高耐熱レンズの販売が増加したほか、電子

機器向けの金属プレス成形品の販売が好調に推移しました。これらの結果、当第３四半期連結累計期間の精機関連

の売上高は5,517,094千円（前年同四半期比11.5％増）となりました。損益面では、採算性の良い金属プレス成形

品の売上高が増加したことで原価率が改善し、営業利益は504,342千円（前年同四半期比146.9％増）となりまし

た。

　

EDINET提出書類

株式会社　精工技研(E01717)

四半期報告書

 3/18



 

② 光製品関連

モバイル端末の普及やIoTの進展等に伴ってインターネットを介して流通する情報データ量は加速的に増加して

おり、光通信網の敷設が世界の各地域で進められています。これを受けて光通信用部品の需要も増加傾向にあるも

のの、市場で大量に使用される汎用的な部品は価格の下落が恒常的となっています。我が国においては、地上デジ

タル波の送受信設備の置き換え需要が始まり、光伝送装置の売上高が増加しました。これらの結果、当第３四半期

連結累計期間の光製品関連の売上高は3,403,841千円（前年同四半期比3.3％増）となりました。売上高の増加に伴

い、営業利益は149,556千円（前年同四半期比13.3％増）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当社グループの研究開発活動の内容は、新事業領域に向けた新技術や新製品の開発と、既存セグメントにおける

製品改良や生産技術の改善に大別されます。

新しい事業領域に向けた新技術や新製品の開発は、精機関連・光製品関連の両セグメントにおいて実施しており

ます。当第３四半期連結累計期間における研究開発費は、微細成形技術や耐熱性の高い高画素レンズ、今後の市場

動向を見据えた光通信用部品等の開発に取り組んだ結果、105,904千円となりました。一方、既存事業領域におけ

る製品改良や生産技術の改善は、精機関連・光製品関連の両セグメントの技術担当部署が担当しておりますが、当

第３四半期連結累計期間にこれらの活動に要した費用は151,435千円となっております。これにより、当第３四半

期連結累計期間における研究開発活動費用の総額は257,339千円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間は精機関連の販売実績が前年同四半期と比べて増加しておりますが、その理由及び内

容等については、「（1）業績の状況」をご覧ください。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,000,000

計 37,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類

第３四半期会計期間

末現在発行数(株)

(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,333,654 9,333,654

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

(スタンダード)

単元株式数100株

計 9,333,654 9,333,654 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
― 9,333,654 ― 6,791,682 ― 10,571,419
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式     140,600
―

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式   9,190,500 91,905 同上

単元未満株式 普通株式       2,554 ― ―

発行済株式総数 　9,333,654 ― ―

総株主の議決権 ― 91,905 ―
 

(注) 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式90株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社精工技研
千葉県松戸市松飛台296番地の１ 140,600 ― 140,600 1.51

計 ― 140,600 ― 140,600 1.51
 

 

 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（1）役職の異動

 
新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
取締役

（大連精工技研有限公司出向　副総経理）
上野　淳 平成27年12月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,428,672 9,131,824

  受取手形及び売掛金 2,297,260 ※2  2,186,794

  商品及び製品 375,555 399,799

  仕掛品 407,297 429,090

  原材料及び貯蔵品 799,956 989,270

  未収還付法人税等 68,841 63,037

  その他 863,971 1,211,262

  貸倒引当金 △5,377 △5,589

  流動資産合計 14,236,178 14,405,490

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 5,523,402 5,546,164

    減価償却累計額 △3,511,937 △3,608,872

    建物及び構築物（純額） 2,011,465 1,937,291

   機械装置及び運搬具 4,699,279 4,889,713

    減価償却累計額 △3,873,985 △3,888,323

    機械装置及び運搬具（純額） 825,294 1,001,390

   土地 2,335,796 2,335,796

   建設仮勘定 332,117 869,476

   その他 4,556,384 4,602,578

    減価償却累計額 △4,148,864 △4,186,892

    その他（純額） 407,520 415,685

   有形固定資産合計 5,912,194 6,559,640

  無形固定資産   

   のれん 2,058,953 1,869,904

   顧客関連資産 549,035 498,613

   その他 126,988 116,981

   無形固定資産合計 2,734,977 2,485,499

  投資その他の資産   

   投資有価証券 332,467 293,130

   投資不動産 1,000,906 989,490

   その他 33,432 33,963

   投資その他の資産合計 1,366,806 1,316,584

  固定資産合計 10,013,978 10,361,725

 資産合計 24,250,157 24,767,215
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,102,998 1,446,473

  未払法人税等 207,999 220,374

  賞与引当金 76,457 35,936

  その他 797,065 862,340

  流動負債合計 2,184,521 2,565,124

 固定負債   

  退職給付に係る負債 678,235 678,523

  長期未払金 145,370 145,370

  長期預り保証金 42,832 29,982

  長期預り敷金 19,037 19,037

  繰延税金負債 117,424 93,578

  その他 39,833 39,574

  固定負債合計 1,042,732 1,006,065

 負債合計 3,227,253 3,571,190

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,791,682 6,791,682

  資本剰余金 10,571,419 10,571,419

  利益剰余金 2,903,260 3,191,797

  自己株式 △315,504 △301,613

  株主資本合計 19,950,857 20,253,286

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 6,482 4,830

  為替換算調整勘定 1,031,219 912,252

  退職給付に係る調整累計額 25,396 17,592

  その他の包括利益累計額合計 1,063,098 934,675

 新株予約権 8,947 8,064

 純資産合計 21,022,903 21,196,025

負債純資産合計 24,250,157 24,767,215
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 8,242,938 8,920,936

売上原価 5,840,333 6,137,828

売上総利益 2,402,604 2,783,108

販売費及び一般管理費 2,068,799 2,130,175

営業利益 333,805 652,932

営業外収益   

 受取利息 8,290 7,921

 受取配当金 530 780

 補助金収入 12,690 2,201

 投資不動産賃貸料 40,319 40,219

 為替差益 48,136 26,374

 その他 34,776 19,690

 営業外収益合計 144,743 97,189

営業外費用   

 不動産賃貸原価 14,583 14,687

 持分法による投資損失 28,871 5,680

 デリバティブ評価損 - 13,523

 その他 3,695 5,978

 営業外費用合計 47,150 39,870

経常利益 431,398 710,251

特別利益   

 固定資産売却益 2,902 1,443

 特別利益合計 2,902 1,443

特別損失   

 固定資産売却損 - 34

 特別損失合計 - 34

税金等調整前四半期純利益 434,300 711,660

法人税、住民税及び事業税 283,987 371,827

法人税等調整額 2,756 △31,810

法人税等合計 286,743 340,017

四半期純利益 147,556 371,643

親会社株主に帰属する四半期純利益 147,556 371,643
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 147,556 371,643

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 4,000 △1,652

 為替換算調整勘定 72,482 △90,247

 退職給付に係る調整額 2,690 △7,804

 持分法適用会社に対する持分相当額 △41,270 △28,719

 その他の包括利益合計 37,903 △128,423

四半期包括利益 185,460 243,220

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 185,460 243,220

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方

法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処

理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映さ

せる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 
 

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※1 保証債務

次のとおり、ファクタリング債務に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

ノエル・カンパニー・リミテッド 35,088千円 146,597千円
 

 

 

 
※2 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期

間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

受取手形 ― 千円 20,299千円
 

　

　

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりで

あります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

減価償却費 509,029千円 499,862千円

のれんの償却額 189,048 〃 189,048 〃
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 45,841 5 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金

 

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

 該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 73,524 8 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

 

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日  至 平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)
 

 精機関連 光製品関連 合計

売上高    

  外部顧客への売上高 4,946,630 3,296,307 8,242,938

  セグメント間の内部売上高

  又は振替高
10,500 100 10,600

計 4,957,130 3,296,408 8,253,539

セグメント利益 204,257 131,977 336,234
 

　

 
　２. 報告セグメントごとの資産に関する情報

　　　　該当事項はありません。
　
３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容
(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 336,234

セグメント間取引消去 △2,429

四半期連結損益計算書の営業利益 333,805
 

　

 
４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結累計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び
重要な負ののれん発生益の認識はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日  至 平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)
 

 精機関連 光製品関連 合計

売上高    

  外部顧客への売上高 5,517,094 3,403,841 8,920,936

  セグメント間の内部売上高

  又は振替高
8,309 390 8,699

計 5,525,403 3,404,232 8,929,636

セグメント利益 504,342 149,556 653,898
 

　

 
　２. 報告セグメントごとの資産に関する情報

　　　　該当事項はありません。

 
 
３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容
(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 653,898

セグメント間取引消去 △966

四半期連結損益計算書の営業利益 652,932
 

　

 
４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結累計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び
重要な負ののれん発生益の認識はありません。
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(１株当たり情報)

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日)

(1)　１株当たり四半期純利益金額 16円07銭 40円43銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 147,556 371,643

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する

   四半期純利益金額(千円)
147,556 371,643

    普通株式の期中平均株式数(株) 9,179,534 9,192,711

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円00銭 40円29銭

　　(算定上の基礎)   

　　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

　　普通株式増加数(株) 41,611 30,923

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―

 

 

 

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

 

 

 

２ 【その他】

 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

           該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月10日

株式会社精工技研

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   飯　　野　　健　　一   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   森　　田　　浩　　之   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社精工技

研の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社精工技研及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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